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私のこれまでの転換経験

１）平成２６年度法改定時（地域包括ケア病棟入院新設時）

・板橋区９９床（１０：１）急性期病院

３０床の亜急性期病床を全て地域包括ケア入院医療管理料１に

転換、病床稼働率１０３％で年間6,570万円増収。（日当点 600点増）

（１０：１の病棟のため人件費など費用はかからず、改修費も無し）

２）平成２８年１月より
・さくら記念病院（１０：１ ９１床）１３床を地域包括ケア入院

医療管理料１に転換。９０％以上の稼働率を確保。 （日当点 1,000点増）

３）平成３０年４月より（平成３０年度法改定時）
・新基準で地域包括ケア入院医療管理料１を算定。

全国的に早い対応：答申（2月7日）が出た所で準備（実績チェック）

病床稼働率３０年８月は１０７％で年間5,700万円増収。（１３床）

（１０：１の病棟のため人件費など費用はかからず、改修費も無し）
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新設施設基準１を届出済（H３０年４月１６日）

3



4



地域包括ケア病棟入院料のアウトカム

別に算定可能な加算
• 看護職員配置加算 ５０対１ １５０点／日
• 看護補助者配置加算２５対１ １５０点／日
• 急性期患者支援病床初期加算 １５０点／日（14日間）一般病棟から入院（ポストアキュート）
• 在宅患者支援病床初期加算 ３００点／日（14日間）在宅から入院（サブアキュート）
• 看護職員夜間配置加算 ５５点／日 (16:1)
※入院料・管理料１の最大点数 ３，３６０点

一般病棟で日当点２，０００点を切った患者を包括ケア病床1へ移した場合
1３,６00円増／日 １０床で1３６,０００円増／日
4,080,000円増／月 約4,900万円増／年 5

病棟入院料
入院医療管理料

在宅復帰率 看護必要度 在宅からの
直接入院

緊急入院 点数

１ 入院料１

７割
必要度Ⅰ
１０％

必要度Ⅱ
８％

１割 ３月で３人
2738点

２ 管理料１ 2738点

３ 入院料２ 2558点

４ 管理料２ 2558点

５ 入院料３
１割 ３月で３人

2238点

６ 管理料３ 2238点

７ 入院料４ 2038点

８ 管理料４ 2038点

何処まで取れるか



転換の考え方

１）７：１、１０：１の一般病床 （急性期一般入院基本料）

・すぐに地域包括ケア病棟入院料１または地域包括ケア入院医療管理料１を検討

①看護職員夜間配置加算 ５５点／日 まで取れるか。

２）１３：１、１５：１の一般病床 （地域一般入院基本料）

・何処まで加算が取れるか
①看護職員配置加算 ５０対１ １５０点／日
②看護補助者配置加算２５対１ １５０点／日

が取れるか人員確保しながら検討

３）療養病棟１と２

・１３：１以上の看護師確保しながら地域包括ケア１，２，３，４の何処から

始めるか検討。

４）新規参入

・実績作り期間は特別入院基本料（５８４点／日）の算定になる。

その後半年で地域包括ケア１が目標。
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別に算定可能な加算
①地域加算 ５点／日（６級地の場合）

②臨床研修病院入院診療加算
③在宅患者緊急入院診療加算
④医師事務作業補助体制加算
⑤医療安全対策加算
⑥感染防止対策加算
⑦患者サポート体制充実加算

⑧入退院支援加算→専従の看護師または社会福祉士が必要、ペイできるか。
⑨摂食機能療法
リハビリ平均2単位の計算には算入しない

⑩データ提出加算→退院時に一回算定

※地域包括ケアに入院中、他院に受診した場合
包括（マルメ）に含まれる薬など使用した場合４０％減、それ以外は１０％減

入院初日に算定
自院一般病床からの転棟は
算定できない。
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地域包括ケア病棟は便利な病床
①人工腎臓、腹膜透析、手術、麻酔は、出来高で算定可能

②短期滞在手術等基本料３の入院ベッドとしての
使用は可能。この場合は、地域包括ケアの入院料・
管理料では算定しない。短期滞在で算定。
経皮的シャント拡張術・血栓除去術（PTA）、鼠径ヘルニア、
終夜睡眠ポリグラフィー（GSP）、水晶体再建術、
下肢静脈瘤手術、内視鏡的大腸ポリープ粘膜切除術（ポリペク）など

③地域包括ケア病棟は、患者を疾患で限定しない。
（回復期リハは患者を選ぶ為なかなか満床にならない）

④抗悪性腫瘍剤治療（緩和ケア）、糖尿病などの教育入院、
レスパイト入院も可能。
※レスパイトはあまり表面に出さずあくまで病院レベルで病名有りを！
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9

S病院の地域包括ケア１３床の今年１０月の売上

上記表に地域加算 ５点／日（６級地の場合）が加わる（19,650円）



施設基準のチェック
施設基準告示より

①看護師１３対１以上（看護師７割以上、夜勤２名以上）共通

②一般病棟用の重症度、医療・看護必要度の基準を満たす患者
（A1点以上またはC１点以上を満たす。）がⅠで１割以上、
Ⅱで0.8割以上。共通

③在宅復帰支援担当者（専任のMSW、社会福祉士が望ましい）共通

④理学療法士、作業療法士、言語聴覚士のいずれか１名が配置され
ている。（専従）リハ対象患者には３ヶ月平均２単位以上必要。
（土、日、祝含むので、GWや年末年始は要注意）
専従者で捌き切れない場合は、他病棟の担当者でリハ可能。
また、分母を減らす為、リハ中止を医師の指示でカルテへ記載。
通知（平26.3.5 保医発 0305 1）の内容（算定用件中の該当
患者の割合については、暦月で３か月を超えない期間の一割以内
の一時的な変動）は適用されない。
要件を満たせない場合は、即刻一般病床などへ変更する。
在宅復帰率も同様。共通 10



⑤データ提出加算の届出を行っている。(先ずは手揚げを）
入院時１２０点〜１８０点で加算、６０名入院で月１０万円
程度増収。紙カルテでもレセコンがあれば大丈夫。共通
（診療録管理体制加算１又は２も必要となる。 芋づる式）

⑥特定機能病院以外の病院であること。共通

⑦疾患別リハビリテーションの届出がなされている。
リハビリ科を標榜している。共通

⑧必要な構造設備を有していること。（施設基準告示（２）のイ）
同じフロアに介護を行える浴室と便所がある。
病室は6.4㎡以上、廊下幅は1.8m以上。（両方居室は2.7ｍ以上）
共通（取扱い通知も参照）（旧基準の病室4.3㎡は要注意）

⑨在宅復帰率７０％以上（６ヶ月の平均）入院料・管理料１と２
（７：１入院基本料の病棟は実績の届出不要）
在宅扱い（自宅等）は、自宅、特養、特養ショート、軽費老人ホーム、
認知症対応型共同生活介護（GH）、サ高住、特定有料、
居住型有料、介護療養院など

（死亡退院、再入院は、カウントに入れない）
転棟・転床は、分母へ入れるので注意。
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1 転院 （他病院）

2 転棟・転室（自院）

3 介護老人保健施設（入所）

4 介護老人保健施設（ショート）

5 有床診療所
（別添２の第３の５の（１）のイの（イ）を除く） 介護保険系

6 自宅

7 介護医養院

8 介護老人福祉施設

9 介護老人福祉施設 ショート

10 認知症対応型共同生活介護

11 都市型軽費老人ホーム

12 サービス付き高齢者向住宅

13 介護付（特定）有料老人ホーム

14 住宅型有料老人ホーム

在宅（自宅等）対象外

12

在宅（自宅等）
（医者常駐しない所）

自宅等
（在宅）
の考え方



⑩自宅等からの直接入院が３月で１割以上。入院料・管理料１と３
患者数か述べ人数か別れている。→厚生局見解待

⑪自宅等からの緊急入院が３月で３人以上。入院料・管理料１と３
→直接入院とダブルカウントOK

⑫次のいずれか２つ以上を満たしていること。入院料・管理料１と３
・訪問診療の算定回数が３月で２０回以上
→在宅医療総合管理料（施設入居時医学管理料）を取れれば尚良い。
→機能強化加算の算定へ！（２００床未満、初診時80点加算）

・訪問看護・指導料で３月で100回以上、または同一敷地内訪問看護Stで
訪問看護基本療養費及び精神科訪問看護基本療養費を３月で５００回
以上算定→結構大変？

・当該保険医療機関において、開放型病院共同指導料(I)又は(II) の算定
回数が3月で10 回以上であること。
→開放型病院の登録医になるか、開放型病院の届出を行うか。
（Ⅰは開放型病院以外、Ⅱは開放型病院が算定する）

・介護保険における訪問介護、訪問看護、訪問リハビリテーションを
同一敷地内の施設などで実施していること。（みなしの訪問看護でも可)
→退院時共同指導加算や特別管理加算、在宅患者連携指導料へつなげる。
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⑬「人生の最終段階における医療の決定プロセスに関するガイドライン」
等の内容を踏まえ、看取りに関する指針を定めていること。
入院料・管理料１と３

⑭許可病床数が200床未満の保険医療機関であること。
入院料１と３、管理料１，２，３，４

⑮病棟単位は一般又は療養病棟であること。入院料１，２，３，４

取扱い通知

⑯次のいずれかの基準を満たしていること。共通
・在宅療養支援病院の届出を行っていること。→３でもOK。
・在宅療養後方支援病院の届出を行っており、直近1年間の在宅患者
の受入実績が3件以上。→大変？

・第二次救急医療機関であること。
・訪問看護ステーションが当該保険医療機関と同一の敷地内にあること。
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その他の注意点

⑰一般病棟で６０日オーバーの場合は、特別入院基本料
（５８４点／日）の算定となる。

療養病棟で６０日オーバーの場合は、
療養1入院基本料I
（８１４点／日 生活療養の場合は８００点／日）
療養２入院基本料I
（７５０点／日 生活療養の場合は７３５点／日）
の算定となる。

⑱地域包括ケア病棟、管理料の入院患者は、平均在院日数から除外される。
（特定入院料の為）



⑲薬剤・注射薬、リハビリについては包括される。
自己連続携行式腹膜灌流用液と除外薬剤・注射薬

（別表第五の一の三）は除外され算定できる。
抗悪性腫瘍剤（悪性新生物に罹患している患者に対して投与された
場合に限る疼痛コントロールのための医療用麻薬、エリスロポエチ
ンEPO（人工腎臓又は腹膜灌流を受けている患者のうち腎性貧血状
態にあるものに対して投与された場合に限る。）、ダルベポエチン
（人工腎臓又は腹膜灌流を受けている患者のうち腎性貧血状態にある
ものに投与された場合に限る）、インターフェロン製剤（B型肝炎又
はC型肝炎の効能若しくは効果を有するものに限る。）、抗ウイル
ス剤（B型肝炎又はC型肝炎の効能若しくは効果を有するもの及び後
天性免疫不全症候群又はHIV感染症の効能若しくは効果を有するもの
に限る。）及び血友病の治療に係る血液凝固因子製剤及び血液凝固
因子抗体迂回活性複合体。
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地域包括ケア病棟の運営のポイント

６０日までの退院は、絶対厳守！
ベッドコントロールの会議を週１回は行う。
看護師、連携室（MSW)、医事課、リハビリ科のチームを
作り効率の良いベッドコントロールを実践する。
（医師が入ればなお良い）
日当点2,000点以下の患者の洗い出し。
退院先の確保。
→看護師の視点が変わってくる。
例）包括されている高額な薬を使用の患者を地域包括

に転棟するとどちらが特か考える。
→介護系の施設との連携で、新たな患者の紹介が増える。
→入退院支援加算につながる。（算定するかどうかは別）
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稼働目標は１００％以上を！
ベッドコントロールの会議で絶えず稼働状況をチェック。
１０２～１０５％を通常とする。（退院数は入れず）

患者様が納得いく転床の説明
（地域包括ケア病棟の説明書）を！

同院からの転床であれば入院診療計画書は新しく作成し
なくても可。ただし「別紙様式７」の在宅復帰支援に関
する事項は必要。
退室した場合には必ず診療録へ退室先を記入。
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地域包括ケア病棟の役割

地域包括ケア病棟入院料と入院医療管理料は2014年度の診療報酬改定
に伴って新設。
これらの報酬をつくった大きな狙いが病床の機能分化を促すことでし
た。この時に厚労省が挙げた役割は、
①高度急性期や急性期の治療は一段落したものの、そのまま
在宅復帰するのは困難な患者の受け入れ（ポストアキュート）

②在宅療養中に容体が悪化した患者の緊急受け入れ
（サブアキュート）

③これらの在宅復帰・生活支援
急性期医療を提供する病院と、長期療養が必要な患者を受け入れる慢
性期の病院、在宅医療などとを橋渡しし、なおかつ軽症な急性期の患
者の治療もカバーするようなイメージ。
これらの役割ごとに点数設定の違いはなく、これまでは一律に評価さ
れてきました。
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ポストアキュート

サブアキュート



地域包括ケア病棟の現状
①この３年で地域包括ケア病棟が急速に増えている。

H.２８年１０月時点53,500床なのに対し、
回復期リハは１８年かけて75,000床）
H.３０年法改正以前はほとんどが入院料・管理料１で、２は
少なかった。
平成30年法改正後１の基準が上がったことで２が増えているのが現状か。

②入院の９割が自院の病棟からの転床。

③入院前の居場所が自宅などは１０％未満がほとんど。

④H.30年度法改定で更に手厚い報酬が付いた。

※自院からのポストアキュートが圧倒的に多い！
サブアキュートがほとんど機能していない→機能する方向で
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地域包括ケア病棟の今後の展望
①設立当初の厚い診療報酬で量産
→量を満たせば質の差で点数を落とす。
→ポストアキュートは減点？
→サブアキュートはH.30年改定で増点

②自宅（居宅）を病院のベッドとして考える。
→地域医療構想と地域包括ケアシステムの考え方。

③超急性期、急性期、回復期、療養との住み分けを
→３０年診療報酬改定後には自院の５年先、１０年先を決める方向。

※地域包括ケア病棟＋訪問診療＋訪問看護が鍵！
介護系の事業がプラスされれば尚良い

25

院内連携の強化‼

医療と介護の連携強化‼



ご静聴ありがとうございました。
thank you for listening.

個別のご相談もお受けいたしますので、
今後共よろしくお願い申し上げます。

清水 義文
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